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1.  22年12月期の連結業績（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 261,873 △1.8 3,282 466.8 3,324 229.4 815 37.0
21年12月期 266,725 △18.2 579 △89.2 1,009 △76.0 595 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年12月期 6.89 ― 0.5 1.3 1.3
21年12月期 5.03 ― 0.4 0.4 0.2

（参考） 持分法投資損益 22年12月期  224百万円 21年12月期  173百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期 252,879 156,632 61.7 1,318.22
21年12月期 252,053 158,074 62.5 1,331.30

（参考） 自己資本   22年12月期  155,923百万円 21年12月期  157,474百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年12月期 8,965 △4,730 △2,625 25,458
21年12月期 13,736 △1,929 △4,746 23,911

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年12月期 ― 7.50 ― 7.50 15.00 1,774 298.0 1.1
22年12月期 ― 7.50 ― 7.50 15.00 1,774 217.6 1.1

23年12月期 
（予想）

― 7.50 ― 7.50 15.00 136.5

3.  23年12月期の連結業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

139,500 △0.9 4,800 △5.2 4,900 △8.1 2,100 3.6 17.75

通期 262,000 0.0 4,000 21.9 4,000 20.3 1,300 59.5 10.99
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、21ページ「４ 会計処理基準に関する事項 （3）重要な引当金の計上基準」、23ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事
項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、39ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期 128,742,463株 21年12月期 128,742,463株

② 期末自己株式数 22年12月期  10,459,342株 21年12月期  10,456,045株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年12月期の個別業績（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 9,414 △6.3 22 △97.5 △59 ― △1,750 ―

21年12月期 10,049 △2.3 881 837.7 864 ― △3,568 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年12月期 △14.80 ―

21年12月期 △30.16 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期 213,071 149,340 70.1 1,262.44
21年12月期 212,601 153,282 72.1 1,295.73

（参考） 自己資本 22年12月期  149,340百万円 21年12月期  153,282百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異
なる場合があります。業績予想の前提、その他の関連する事項については、添付資料の５～６ページを参照してください。 
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(1）経営成績に関する分析 

 ①当期の経営成績 

（単位：百万円） 

 当連結会計年度（平成22年１月１日から平成22年12月31日まで）におけるわが国経済は、一部に景気持直しの兆しが

見られたものの、本格的な景気回復には至らず、引き続き厳しい状況で推移いたしました。 

 このような経営環境のもと当社グループは、お客様の期待値を超える際立った価値を持つ商品の開発に注力するとと

もに、オフィスワーカーの生産性向上など企業価値を高めるソリューション提案を積極的に推進し、需要を喚起いたし

ました。 

 海外市場におきましては、ドイツで開催された世界最大級の国際オフィス家具見本市「オルガテック2010」や中国最

大級の文具見本市「広州ブックフェア」に出展し、海外戦略商品に高い評価を頂きました。また、上海万博「日本産業

館」において提案いたしました、当社グループの商品やサービスを通して次世代の郵便局を体験できる「未来郵便局体

験館」には360万人が来場し、コクヨブランドの認知度向上に大きく貢献いたしました。 

 一方、環境活動におきましては、商品開発や梱包、配送方法等を徹底的に見直し、目標である３年間で「エコバツマ

ーク」の全廃を達成いたしました。「エコバツマーク」とは、平成20年版総合カタログから、環境対応が十分でない自

社商品が一目でわかるように「バツマーク」を表示したものです。この活動により、商品開発やマーケティングにおい

てエコを意識して取り組む風土が芽生え、金属製のホチキス針を使わずに紙を綴じることができる針なしステープラー

「ハリナックス」等の環境に配慮した商品の開発に大きく貢献いたしました。 

 以上の結果、売上高は2,618億円（前年同期比1.8％減）となり、高付加価値商品の売上増及び販管費の削減等によ

り、営業利益は32億円（前年同期比466.8％増）となり、経常利益は33億円（前年同期比229.4％増）となり、当期純利

益は８億円（前年同期比37.0％増）となりました。 

  

１．経営成績

  
前期 

平成21年12月期 

当期 

平成22年12月期 
増減率（％） 

売上高  266,725  261,873 ％ △1.8

営業利益  579  3,282 ％ 466.8

経常利益  1,009  3,324 ％ 229.4

当期純利益  595  815 ％ 37.0
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セグメント別の状況 

（ステーショナリー関連事業） 

   （単位：百万円）

 ステーショナリー関連事業におきましては、景気後退による消耗品の買控え等の影響により、厳しい状況で推移いた

しました。 

 このような状況のもと当社グループは、累計2,400万個以上を販売したテープのり「ドットライナー」の新シリーズ

として業界初のノック式を採用した「ドットライナーノック」のほか、小中学生向けに罫線の間隔を広げた「キャンパ

スノート（幅広ドット入り罫線）」等の高付加価値商品を発売し、シェア拡大を図りました。 

 また、オフィス通販事業におきましては、創業10周年を迎えた「カウネット」が記念キャンペーンを実施する等、積

極的な販促活動を展開し、過去最高の収益を達成いたしました。 

 海外市場におきましては、ベトナムや中国を中心として現地生産体制を整備するとともに、商品ラインアップの拡充

や販売チャネルの開拓等に注力し、現地ノート市場のシェア拡大と販売網の構築に努めました。 

 中国の上海・北京地区で展開しているオフィス通販「Easybuy（イージーバイ）」は、中国政府による外資へのネッ

ト通販解禁を機に、ビジネスモデルをカタログ通販からネット通販へ移行いたしました。これにより、幅広い層の新規

会員の獲得を一層推進いたしました。 

以上の結果、売上高は1,489億円（前年同期比3.0％減）となり、営業利益は高付加価値商品の売上増等により65億

円（前年同期比34.1％増）と増益となりました。 

  

（ファニチャー関連事業） 

  （単位：百万円） 

 ファニチャー関連事業におきましては、企業の設備投資意欲は依然として冷え込んでおり、引き続き厳しい状況で推

移いたしました。 

 このような状況のもと当社グループは、商品販売中心のビジネスモデルから、設計やコンサルティング、運用にいた

るまで空間全体でお客様の活動を支援する「空間価値提供型ビジネス」へと変革を図ってまいりました。 

 11月に開催した「コクヨフェア2011」におきましては、オフィス空間や医療・クリニック施設、教育関連施設、官公

庁施設のモデル空間を展示し、当社が培ってきた実績・ノウハウに基づいたソリューション提案を行ない、需要を喚起

いたしました。また、モデル空間には、お客様の困りごとを収集して開発した新商品として、学習空間にふさわしい機

能・デザインを採用した教育施設用家具 「Ｃａｍｐｕｓ（キャンパス）」シリーズのほか、自治体等において、来訪

者と窓口対応者が快適に使える機能・デザインを取り入れたカウンター「ＦＢシリーズ」等を展示いたしました。 

 また、設計から運営まで携わり、10月にオープンした「ホテルカンラ京都」等、オフィスや公共空間以外の新分野に

も空間価値の提供に取り組みました。 

 海外市場におきましては、現地向け商材の開発や現地企業に対する営業活動を強化し、新規市場の開拓を推進いたし

ました。 

 以上の結果、売上高は1,004億円（前年同期比1.3％増）となり、営業損失は28億円となりました。 

  

前期 

平成21年12月期 

当期 

平成22年12月期 
増減率（％） 

売上高  153,655  148,986 ％ △3.0

営業利益  4,872  6,532 ％ 34.1

  
前期 

平成21年12月期 

当期 

平成22年12月期 
増減率（％） 

売上高  99,179  100,447 ％ 1.3

営業利益  △3,613  △2,824 - 
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（店舗関連事業） 

（単位：百万円） 

 店舗関連事業におきましては、景気後退による小売業界の投資抑制及び店舗統廃合等の影響を強く受け、引き続き厳

しい状況で推移いたしました。 

 このような状況のもと当社グループは、店舗関連事業の再構築のため、在庫圧縮等の効率化を推進するとともに、収

益性を重視した営業施策を実施してまいりました。また、主要なお客様である小売業界に対して、店舗運営や在庫管理

等、多様なソリューションを提供し、お客様の課題解決と企業価値の向上を支援いたしました。 

 以上の結果、売上高は124億円（前年同期比10.4%減）となり、営業損失は４億円となりました。 

 なお、店舗関連事業は、オフィスを始めとした様々な空間構築を手がけるファニチャー関連事業と一体化すること

で、空間価値提供力を向上させることを目的として、平成23年１月１日をもって統合することを決定いたしました。 

  

  

②次期の見通し 

（単位：百万円）

 今後のわが国経済は、一部で企業収益の改善が見られるものの、全体としては設備投資及び個人消費が依然として低

迷すると予想され、当社グループを取り巻く環境は厳しい状況が続くと思われます。 

 このような状況のもと当社グループは、お客様起点のビジネスを推進するため、ステーショナリー関連事業、ファニ

チャー関連事業の２事業制に組織を再編するとともに、お客様の期待値を超える際立った商品・サービスを提供するこ

とで、従来の「お客様に選ばれる企業」から、「選ばれ続ける企業」へと変革し、成熟した国内市場でシェア拡大を図

ってまいります。 

 一方、海外市場におきましては、アジアを中心とした新興国において、現地のニーズに適応した商品の開発や販売網

の構築等を積極的に推進し、アジアを新たな収益基盤とする「アジア企業」へと速やかに変革してまいります。 

 また、環境に配慮した商品やソリューションをお客様にご使用いただくことで、エコに対する意識と創造性に働きか

ける「エコ＋クリエイティブ」の考え方を積極的に提案し、当社ならではの方法でお客様の環境対策を支援してまいり

ます。 

 次期の見通しに関しましては、売上高2,620億円、営業利益40億円、経常利益40億円、当期純利益13億円を見込んで

おります。 

  

  
前期 

平成21年12月期 

当期 

平成22年12月期 
増減率（％） 

売上高  13,890  12,439 ％ △10.4

営業利益  △679  △425 - 

  

  

当期 

平成22年12月期  

次期の見通し 

平成23年12月期  
増減率（％） 

売上高  261,873  262,000 % 0.0

営業利益  3,282  4,000 % 21.9

経常利益  3,324  4,000 % 20.3

当期純利益  815  1,300 % 59.5
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（ステーショナリー関連事業） 

（単位：百万円） 

 ステーショナリー関連事業は、企業の消耗品の買い控え、オフィス通販分野における競争激化等、厳しい状況が続く

ものと思われます。 

 このような状況のもと当社グループは、「強み」を発揮できる商品カテゴリーに経営資源を集中し、シェアNO.1商品

を数多く生み出すことで、収益の拡大を図ってまいります。 

 また、新興国におきまして、販売チャネルの積極的な開拓や提携、無線綴じノートの商品ラインアップの拡充を推進

し、現地市場におけるシェア拡大を図ってまいります。一方先進国におきましては、テープのり「ドットライナー」等

の高付加価値商品を提供し、収益の拡大を図ります。 

 オフィス通販事業に関しましては、オリジナル商品の開発を推進し差別化を図るとともに、拡販キャンペーン等の販

売促進活動を効果的に展開することにより、売上の拡大を図ってまいります。 

 次期の見通しに関しましては、売上高1,488億円、営業利益62億円を見込んでおります。 

  

（ファニチャー関連事業） 

（単位：百万円） 

 ファニチャー関連事業は、企業の設備投資の抑制傾向が続き、オフィスの新規・リニューアル需要は低調に推移する

ことが見込まれます。 

 このような状況のもと当社グループは、製販一体となり「空間価値提供型ビジネス」への変革を推進するとともに、

製品開発、生産、販売、物流にいたる基幹システムを15年ぶりに刷新させることで、すべてのバリューチェーンにおい

てお客様起点のビジネスを進め、効率化とさらなる付加価値の提供を図ってまいります。 

 また、オフィス以外にも、教育・医療・官公庁を始め、様々な空間に対して価値提供を図るほか、今回統合いたしま

した店舗関連事業に関しましても、店舗の空間構築事業に対して多様なソリューションを提供し、お客様の課題解決と

企業価値向上を支援してまいります。 

 海外展開におきましては、アジアにおいて、新製品の投入、販売チャネルの開拓を積極的に推進し、シェア拡大を図

ってまいります。 

 次期の見通しに関しましては、売上高1,132億円、営業損失22億円を見込んでおります。  

＊別途「事業セグメント変更に関するお知らせ」で開示いたしました通り、平成23年12月期より、ファニチャーセグメントと店舗セグメント

を統合し、ファニチャーセグメントとして開示いたします。そのため、平成22年12月期のファニチャーセグメントの数値は、旧ファニチャー

セグメントと店舗セグメントを合算した数値となっています。 

  

(2）財政状態に関する分析 

 ①資産、負債、純資産の状況 

 当連結会計年度末の総資産は2,528億円で、前期に比べ８億円増加しました。流動資産は1,095億円で、前期に比べ28

億円増加しました。現金及び預金が前期に比べ18億円増加したことが主な要因であります。固定資産は1,432億円で、

前期に比べ20億円減少しました。有形固定資産が前期に比べ９億円、無形固定資産が前期に比べ８億円それぞれ減少し

たことが主な要因であります。 

 負債は962億円と、前期に比べ22億円増加しました。流動負債は589億円で、前期に比べ17億円増加しました。支払手

形及び買掛金が前期に比べ３億円、未払法人税等が前期に比べ３億円それぞれ増加したことが主な要因であります。固

定負債は372億円で、前期に比べ５億円増加しました。 

 純資産は1,566億円と前期に比べ14億円減少しました。  

  

  
当期 

平成22年12月期 

次期の見通し 

平成23年12月期 
増減率(％) 

売上高  148,986  148,800 % △0.1

営業利益  6,532  6,200 % △5.1

  
当期 

平成22年12月期 

次期の見通し 

平成23年12月期 
増減率(％) 

売上高  112,886  113,200 % 0.3

営業利益  △3,249  △2,200 - 
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 ②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、254億円と前連結会計年度末に比べ15億

円の資金増となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により獲得した資金は89億円となりました。これは、主として税金等調整前当期純利益が28億円、減価償却

費60億円の資金収入等があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により支出した資金は47億円となりました。これは、主として設備投資による48億円の資金支出等があった

ことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によって支出した資金は26億円となりました。これは、主として長期借入の返済３億円、配当金の支払によ

る17億円の資金支出等があったことによるものであります。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移  

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

＊ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

＊ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

＊ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して 

   おります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対 

   象にしております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており 

   ます。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

＜利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当＞ 

利益配分に関する基本方針は、更なる株主重視の経営を目指し、従来の安定配当に加えて連結業績を考慮し、配当

性向20％以上を目処とした配当政策を実施してまいります。 

当期におきましては、この方針を念頭におき、１株当たり15円（中間期末７円50銭 期末７円50銭）を予定してお

ります。また、次期の１株当たり配当金は15円（中間期末７円50銭、期末７円50銭）を予定しております。 

内部留保資金につきましては、経営体質の一層の強化と将来の企業価値を高めるための投資に活用してまいりま

す。 

  

＜株主優待制度＞ 

株主の皆様の日頃のご支援にお応えするとともに、実際に当社グループ商品をご使用頂くことにより、当社グルー

プに対するご理解を一層深めて頂くために、株主優待制度を設けております。100株以上1,000株未満ご所有の株主様

には2,000円相当、1,000株以上の株主様には5,000円相当の当社グループ商品を年1回お送りいたします。 

  

  

  平成19年３月期 平成19年12月期 平成20年12月期 平成21年12月期 平成22年12月期

自己資本比率（％） 59.0 59.5 59.7 62.5 61.7 

時価ベースの自己資本比率

（％） 
57.6 39.7 28.9 34.8 32.8 

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（年） 
5.5 16.0 2.7 2.9 4.4 

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） 
12.3 5.3 21.4 26.6 15.0 
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当社の企業集団は、当社、子会社47社及び関連会社18社で構成され、その事業はステーショナリー用品、ファニチャー

用品、店舗用品の製造販売を主な内容とし、さらに各事業に関連する物流、研究、その他サービスの事業活動を展開して

おります。当グループの事業に係わる位置付けは次のとおりであります。 

＊ コクヨＳ＆Ｔ㈱、コクヨファニチャー㈱、コクヨストアクリエーション㈱は販売も行っております。 

（注）太字は連結子会社であります。 

  

２．企業集団の状況

事業区分 関係会社 

  製造会社 販売会社 その他の会社 

ステーショナリー 

関連事業 

コクヨＳ＆Ｔ㈱* 

㈱コクヨＭＶＰ 

㈱コクヨ工業滋賀 

コクヨベトナムCo.,Ltd. 

石見紙工業㈱ 

コクヨ-IK（タイランド）

Co.,Ltd. 

㈱ニッカン 

計７社

コクヨマーケティング㈱ 

コクヨ北海道販売㈱ 

コクヨ東北販売㈱ 

コクヨ北関東販売㈱ 

コクヨ北陸新潟販売㈱ 

コクヨ東海販売㈱ 

コクヨ山陽四国販売㈱ 

㈱バッファローコクヨサプライ 

コクヨエンジニアリング＆ 

    テクノロジー㈱ 

㈱カウネット 

フォーレスト㈱ 

㈱アクタス 

ＬmＤ㈱ 

㈱CWファシリティソリューション 

ウィルクハーン・ジャパン㈱ 

コクヨインターナショナル㈱ 

国誉貿易（上海）有限公司 

国誉装飾技術（上海）有限公司 

国誉商業（上海）有限公司 

コクヨインターナショナルアジア

Co.,Ltd. 

国誉貿易（深セン）有限公司 

コクヨインターナショナル 

  （マレーシア）Sdn.Bhd. 

コクヨインターナショナル 

  （タイランド）Co.,Ltd. 

コクヨベトナムトレーディングCo.,Ltd

計24社

（物流・配送） 

㈱コクヨロジテム 

コクヨサプライ 

ロジスティクス㈱ 

㈱ＫＴＬ 

他４社   

計７社

  

（金融・保険） 

コクヨファイナンス㈱ 

計１社

  

（その他サービス） 

コクヨビジネスサービス㈱ 

国誉（上海）企業管理有限公司 

コクヨKハート㈱ 

㈱コクヨカスタマーサービス 

ネットスクウェア㈱ 

コクヨショールームサービス㈱ 

コクヨＥＣプラットフォーム㈱ 

ポスタルスクウェア㈱ 

ネルソン・スペース・ジェイ㈱ 

他12社 

計21社

ファニチャー 

関連事業 

コクヨファニチャー㈱* 

コクヨ（マレーシア）

Sdn.Bhd. 

豊国工業㈱ 

計３社

店舗関連事業 コクヨストアクリエーション㈱* 

     計１社 

国誉寿都亜商貿 

（上海）有限公司

計１社
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事業の系統図は次のとおりであります
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(1）会社の経営の基本方針 

当社グループでは、「商品を通じて社会に貢献する」ことを基本理念として、事業を営んでおります。 

経営ビジョンとして、「Always Innovating For Your Knowledge」を掲げ、社会の変化に応じて、常に自己変革を

行うことで、自らの活動を社会に役に立つ形に変え続けてまいります。 

また、「ひらめき・はかどり・ここちよさ」というブランドメッセージを制定し、ユーザーの「Knowledge Work

（知的活動）」に対して、「ひらめき（＝創造性）」「はかどり（＝効率性）」「ここちよさ（＝快適性）」という価

値を提供し続ける企業を目指しております。 

   

(2）目標とする経営指標 

株主価値向上の観点から、営業利益率及びROE（株主資本当期純利益率）を重要な経営指標として位置づけておりま

す。今後も、営業利益率及びROEの向上を図り、企業価値向上に努めてまいります。  

  

(3）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題 

 国内市場は成熟市場であり、大きな伸長を期待することは困難です。一方、海外市場は、日本国内と異なり「コク

ヨ」ブランドの認知度は非常に低く、販売チャネル・物流網の整備も不十分な状況です。このような環境のなか、当社

グループは、ステーショナリー事業、ファニチャー事業の２事業体制のもと、お客様の期待値を超える商品・サービス

を提供し続けることにより、「お客様に選ばれ続ける企業」に変革することでシェア拡大を図ってまいります。また、

様々なソリューションを提供することで、お客様の課題解決と企業価値向上を支援してまいります。 

海外展開におきましては、アジア地域における「地産地消」のビジネスモデル構築のため、製販一体となって商品

開発・マーケティング・販売活動を積極的に展開し、収益の拡大を図ってまいります。 

なお、当社は取締役会の監督機能を強化するため、平成23年３月30日開催予定の当社第64回定時株主総会におい

て、株主の皆様によるご承認を条件として、複数の社外取締役の選任を予定しております。  

 同時に、執行役員制度を導入して意思決定の迅速化・業務執行の効率化を図ることにより、経営の監督と業務執行の

役割を明確化いたします。 

  

(4）その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。   

  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,186 13,077

受取手形及び売掛金 ※5  50,750 ※5  51,069

有価証券 12,814 13,067

商品及び製品 22,228 22,572

仕掛品 1,244 920

原材料及び貯蔵品 2,087 2,374

繰延税金資産 1,149 1,310

その他 5,426 5,270

貸倒引当金 △151 △75

流動資産合計 106,736 109,587

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 25,870 24,160

機械装置及び運搬具（純額） 6,061 4,983

土地 41,018 40,289

建設仮勘定 1,667 4,146

その他（純額） 3,431 3,554

有形固定資産合計 ※1  78,049 ※1  77,134

無形固定資産   

のれん 1,242 1,066

ソフトウエア 3,750 3,014

その他 299 391

無形固定資産合計 5,293 4,472

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  41,477 ※2  41,291

長期貸付金 1,664 2,200

繰延税金資産 2,758 2,286

その他 17,223 17,051

貸倒引当金 △1,150 △1,145

投資その他の資産合計 61,973 61,684

固定資産合計 145,317 143,291

資産合計 252,053 252,879
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※5  39,416 ※5  39,791

短期借入金 6,501 6,666

1年内償還予定の社債 30 －

未払法人税等 658 1,058

賞与引当金 534 519

役員賞与引当金 21 30

その他 10,090 10,920

流動負債合計 57,253 58,986

固定負債   

社債 10,000 10,000

新株予約権付社債 270 270

長期借入金 15,724 15,260

長期預り保証金 5,555 5,730

退職給付引当金 3,143 3,526

債務保証損失引当金 123 123

その他 1,909 2,348

固定負債合計 36,726 37,260

負債合計 93,979 96,247

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,847 15,847

資本剰余金 19,068 19,068

利益剰余金 136,639 135,679

自己株式 △14,330 △14,332

株主資本合計 157,223 156,262

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,206 773

繰延ヘッジ損益 △54 △129

為替換算調整勘定 △901 △982

評価・換算差額等合計 251 △338

少数株主持分 599 708

純資産合計 158,074 156,632

負債純資産合計 252,053 252,879
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（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 266,725 261,873

売上原価 ※2  180,259 ※2  175,842

売上総利益 86,466 86,031

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  85,887 ※1, ※2  82,748

営業利益 579 3,282

営業外収益   

受取利息 224 210

受取配当金 754 594

不動産賃貸料 1,238 1,249

持分法による投資利益 173 224

その他 1,022 729

営業外収益合計 3,412 3,007

営業外費用   

支払利息 550 589

売上割引 168 164

不動産賃貸費用 624 423

固定資産廃棄損 251 197

デリバティブ評価損 － 117

為替差損 － 583

その他 1,386 888

営業外費用合計 2,981 2,965

経常利益 1,009 3,324

特別利益   

匿名組合出資金分配金 － 791

固定資産売却益 2,331 239

投資有価証券売却益 167 157

違約金収入 522 －

特別利益合計 3,020 1,188

特別損失   

事業構造改革費用 － 495

固定資産除却損 － 480

投資有価証券評価損 859 422

子会社株式評価損 71 122

固定資産売却損 － 76

店舗閉鎖損失 210 52

貸倒引当金繰入額 273 －

債務保証損失引当金繰入額 123 －

減損損失 ※3  38 －

特別損失合計 1,576 1,650

税金等調整前当期純利益 2,453 2,861

法人税、住民税及び事業税 790 1,414

法人税等調整額 1,009 523

法人税等合計 1,800 1,937

少数株主利益 57 108

当期純利益 595 815
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 15,847 15,847

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 15,847 15,847

資本剰余金   

前期末残高 19,068 19,068

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 19,068 19,068

利益剰余金   

前期末残高 137,818 136,639

当期変動額   

剰余金の配当 △1,774 △1,774

当期純利益 595 815

当期変動額合計 △1,179 △959

当期末残高 136,639 135,679

自己株式   

前期末残高 △14,328 △14,330

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △2

当期変動額合計 △2 △2

当期末残高 △14,330 △14,332

株主資本合計   

前期末残高 158,405 157,223

当期変動額   

剰余金の配当 △1,774 △1,774

当期純利益 595 815

自己株式の取得 △2 △2

当期変動額合計 △1,181 △961

当期末残高 157,223 156,262
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,770 1,206

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △563 △432

当期変動額合計 △563 △432

当期末残高 1,206 773

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △222 △54

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 167 △75

当期変動額合計 167 △75

当期末残高 △54 △129

為替換算調整勘定   

前期末残高 △874 △901

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △26 △81

当期変動額合計 △26 △81

当期末残高 △901 △982

評価・換算差額等合計   

前期末残高 673 251

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △422 △589

当期変動額合計 △422 △589

当期末残高 251 △338

少数株主持分   

前期末残高 740 599

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △141 109

当期変動額合計 △141 109

当期末残高 599 708

純資産合計   

前期末残高 159,819 158,074

当期変動額   

剰余金の配当 △1,774 △1,774

当期純利益 595 815

自己株式の取得 △2 △2

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △564 △480

当期変動額合計 △1,745 △1,441

当期末残高 158,074 156,632
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,453 2,861

減価償却費 6,334 6,009

のれん償却額 283 175

貸倒引当金の増減額（△は減少） 264 △81

賞与引当金の増減額（△は減少） △7 △5

退職給付引当金の増減額（△は減少） 371 383

受取利息及び受取配当金 △978 △804

支払利息 550 589

持分法による投資損益（△は益） △173 △224

固定資産売却損益（△は益） △2,331 △170

固定資産廃棄損 251 761

投資有価証券売却損益（△は益） △177 △160

投資有価証券評価損益（△は益） 877 494

子会社株式評価損 71 122

デリバティブ評価損益（△は益） △195 117

違約金収入 △522 －

売上債権の増減額（△は増加） 11,015 △318

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,063 △307

仕入債務の増減額（△は減少） △7,584 374

その他 △2,496 76

小計 14,070 9,895

利息及び配当金の受取額 978 793

利息の支払額 △516 △597

違約金の受取額 472 －

法人税等の支払額 △1,268 △1,125

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,736 8,965

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,663 △1,792

有形固定資産の売却による収入 2,952 1,107

無形固定資産の取得による支出 △1,816 △3,034

投資有価証券の取得による支出 △2,557 △2,241

投資有価証券の売却による収入 2,244 1,034

子会社株式の取得による支出 △306 △363

短期貸付金の純増減額（△は増加） △300 261

長期貸付けによる支出 △351 △906

長期貸付金の回収による収入 591 387

匿名組合出資金の払戻による収入 － 1,453

その他 △722 △637

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,929 △4,730
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △746 50

長期借入れによる収入 10,150 －

長期借入金の返済による支出 △348 △348

社債の償還による支出 △60 △30

新株予約権付社債の償還による支出 △11,730 －

自己株式の取得による支出 △2 △2

配当金の支払額 △1,781 △1,766

その他 △227 △528

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,746 △2,625

現金及び現金同等物に係る換算差額 68 △62

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 7,129 1,547

現金及び現金同等物の期首残高 16,781 23,911

現金及び現金同等物の期末残高 23,911 25,458
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該当事項なし 

    

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数      24社 

連結子会社名は、「２ 企業集団の状況」に記載し

ているため省略している。 

なお、㈱カウネットは平成21年１月１日付けで㈱ネ

ットコクヨを吸収合併している。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数       22社 

連結子会社名は、「２ 企業集団の状況」に記載し

ているため省略している。 

なお、当連結会計年度より、新規設立した国誉（上

海）企業管理有限公司を連結子会社としている。 

コクヨマーケティング㈱は平成22年５月１日付けでコ

クヨ中国販売㈱及びコクヨ九州販売㈱を吸収合併して

いる。 

コクヨファニチャー㈱は平成22年７月１日付けでコク

ヨオフィスシステム㈱を吸収合併している。    

(2）主要な非連結子会社名 

石見紙工業㈱ 

コクヨＩＫタイランド 

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結

範囲から除外している。 

(2）主要な非連結子会社名 

石見紙工業㈱ 

コクヨＩＫタイランド 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社数  ２社 

関連会社名 ㈱ニッカン 

㈱バッファローコクヨサプライ 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社数   ２社 

関連会社名 ㈱ニッカン 

㈱バッファローコクヨサプライ 

(2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のう

ち主要な会社等の名称 

（主要な関連会社） 豊国工業㈱ 

持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体として重要

性がないため、持分法の適用範囲から除外してい

る。 

(2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のう

ち主要な会社等の名称 

同左 

  

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、フォーレスト㈱及び㈱アクタスの

決算日は11月30日である。また、連結財務諸表の作成

に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用し、連

結決算日までの期間に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っている。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

ａ 満期保有目的の債券 

償却原価法によっている。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

ａ 満期保有目的の債券 

同左 

ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法によって

いる（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定して

いる。）。 

ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっている。 

時価のないもの 

同左 
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前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

投資事業有限責任組合等への出資 

原価法によっている。ただし、組合規約に規

定される決算報告日に応じて入手可能な最近

の決算書を基礎とし、組合決算の持分相当額

を純額方式により各連結会計年度の損益とし

て計上することとしている。また、組合等が

その他有価証券を保有している場合で当該有

価証券に評価差額がある場合には、評価差額

に対する持分相当額をその他有価証券評価差

額金に計上している。 

投資事業有限責任組合等への出資 

同左 

デリバティブ 

時価法によっている。 

デリバティブ 

同左 

運用目的の金銭の信託 

時価法によっている。 

運用目的の金銭の信託 

同左 

たな卸資産 

主として先入先出法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）によっている。 

たな卸資産 

同左 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年

７月５日公表分 企業会計基準第９号）を適用

している。 

なお、これによる損益に与える影響は軽微であ

る。 

  

───  

  

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

当社及び国内連結子会社は、平成19年４月１日以

後に取得した建物（建物附属設備を除く）は定額

法を、建物以外については定率法を採用してい

る。 

ただし、平成10年４月１日から平成19年３月31日

までに取得した建物（建物附属設備を除く）につ

いては、旧定額法を採用している。また、平成10

年３月31日以前に取得した建物及び平成19年３月

31日以前に取得した建物以外については、旧定率

法を採用している。 

また、平成19年３月31日以前に取得したものにつ

いては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年

から５年間で均等償却する定額法によっている。

在外連結子会社については、主として定額法を採

用している。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

同左 

建物及び構築物 ７～50年 

機械装置及び運搬具 ４～13年 
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前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

（追加情報） 

有形固定資産の減価償却方法の変更 

当社及び国内連結子会社は、機械装置の耐用

年数について平成20年度の法人税法の改正

（所得税法等の一部を改正する法律 平成20

年４月30日 法律第23号）を契機として資産

の利用状況の見直しを行った結果、当連結会

計年度より、一部の資産について耐用年数を

変更している。 

これにより、売上総利益が110百万円、営業

利益が98百万円、経常利益が87百万円、税金

等調整前当期純利益が87百万円それぞれ減少

している。 

  

  

  

無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用している。 

なお、市場販売目的のソフトウェアについては、

見込有効期間（３年）に基づく償却方法を採用

し、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（主として５年）に基づく定

額法を採用している。 

無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用している。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前

のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

リース資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

当社及び国内連結子会社は、債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上している。 

(3）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

同左 

賞与引当金 

当社及び国内連結子会社は、従業員賞与の支給に

充てるため、支給見込額に基づき、当連結会計年

度負担分を計上している。 

賞与引当金 

同左 

役員賞与引当金 

当社は、役員賞与の支給に充てるため、支給見込

額に基づき、当連結会計年度負担分を計上してい

る。 

役員賞与引当金 

同左 
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前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

退職給付引当金 

当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき算定してい

る。なお、当社は前払年金費用に計上している。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（15年）による按分額

を費用処理している。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主

として15年）による按分額を定額法により、それ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としている。 

退職給付引当金 

当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき算定してい

る。なお、当社は前払年金費用に計上している。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（12年）による按分額

を費用処理している。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主

として12年）による按分額を定額法により、それ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としている。  

  

  

  

  

（会計処理の変更）  

 当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計

基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第

19号 平成20年７月31日）を適用している。な

お、これによる損益に与える影響はない。  

(追加情報)  

従業員の平均残存勤務期間が短縮されたことに伴

い、当連結会計年度より、過去勤務債務の費用処

理年数については15年から12年に変更し、数理計

算上の差異の費用処理年数については、主として

15年から主として12年に変更している。  

これにより、前連結会計年度と同一の方法によっ

た場合と比べ、営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益がそれぞれ344百万円減少してい

る。  

なお、セグメント情報に与える影響については、

当該箇所に記載している。 

債務保証損失引当金 

関係会社に対する保証債務を履行し、その履行に

伴う求償債権が回収不能になることに備えるた

め、当該会社の財政状態等を勘案して、個別に算

定した損失見込額を計上している。  

債務保証損失引当金 

同左 
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 前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

(4）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっている。なお、

特例処理の要件を満たしている金利スワップにつ

いては特例処理によっている。 

(4）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手

段とヘッジ対象は以下のとおりである。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 

為替予約 製品輸入による外貨建

仕入債務及び外貨建予

定取引 

金利スワップ 借入金 

  

③ ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度

額等を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に係

る為替相場変動リスク及び金利変動リスクを一定

の範囲でヘッジしている。 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は

相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動

の累計又は相場変動を半期毎に比較し、両者の変

動額等を基礎にしてヘッジの有効性を評価してい

る。 

為替予約については、原則的に将来の購入額に基

づくものであり、実行可能性が極めて高いため、

有効性の評価を省略している。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(5）その他連結財務諸表作成のための重要事項 

① 消費税等の処理方法 

税抜き方式によっている。 

(5）その他連結財務諸表作成のための重要事項 

① 消費税等の処理方法 

同左 

② 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用している。 

② 連結納税制度の適用 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評

価法によっている。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６ のれんの償却に関する事項 

のれんの償却については、子会社投資ごとに投資効果

の発現する期間を見積り、20年以内で均等償却してい

る。なお、重要性のないものについては一括償却して

いる。 

６ のれんの償却に関する事項 

同左 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっている。 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取扱い） 

当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基

準委員会 平成18年５月17日 実務対応報告第18号）を

適用し、連結決算上必要な修正を行っている。 

なお、これによる損益に与える影響は軽微である。 

─── 

  

（リース取引に関する会計基準等） 

当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成５年６月17日 最終改正平成

19年３月30日 企業会計基準第13号）及び「リース取引

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 

平成６年１月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会

計基準適用指針第16号）を適用し、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法

に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上して

いる。 

リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零として算定する定額法を採用してい

る。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうちリ

ース取引開始日が平成20年12月31日以前のものについて

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

また、これによる損益に与える影響は軽微である。 

─── 

  

───  

  

  

  

  

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更）  

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事

完成基準を適用していたが、当連結会計年度より、「工

事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成

19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27

日）を適用し、当連結会計年度に着手した工事契約か

ら、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確

実性が認められる工事については工事進行基準（工事の

進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につい

ては工事完成基準を適用している。  

なお、これによる損益に与える影響は軽微である。  

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

（連結損益計算書） 

前連結会計年度において区分掲記していた営業外費用の

「租税公課」（当連結会計年度108百万円）は重要性が

減少したため、当連結会計年度から「その他」に含めて

表示している。 

（連結損益計算書） 

前連結会計年度において区分掲記していた営業外費用の

「その他」に含めて表示していた「為替差損」について

は重要性が増したため、当連結会計年度から区分掲記し

ている。 

なお、前連結会計年度の営業外費用の「その他」に含ま

れる「為替差損」は、237百万円である。 

（連結貸借対照表） 

財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20年

８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前

連結会計年度において、「たな卸資産」として掲記され

ていたものは、当連結会計年度から「商品及び製品」、

「仕掛品」及び「原材料及び貯蔵品」に区分掲記してい

る。 

なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商

品及び製品」、「仕掛品」及び「原材料及び貯蔵品」

は、それぞれ27,951百万円、1,217百万円及び2,453百万

円である。 

─── 
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連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 百万円102,189 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 百万円102,421

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りである。 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りである。 

投資有価証券（株式） 百万円6,443 投資有価証券（株式） 百万円6,862

 ３ 保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対

して次のとおり保証を行っている。 

 ３ 保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対

して次のとおり保証を行っている。 

ハートランド㈱ 百万円90

コクヨインターナショナル 

（タイランド） 
 69

コクヨIKタイランド  13

㈱都市デザインシステム  10

石見紙工業㈱  9

計  193

コクヨインターナショナル 

（タイランド） 
百万円102

ハートランド㈱  85

コクヨIKタイランド  31

㈱都市デザインシステム  10

石見紙工業㈱  3

計  232

また、従業員の金融機関からの借入金 百万円に

対して保証を行っている。 

179 また、従業員の金融機関からの借入金 百万円に

対して保証を行っている。 

139

 ４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と貸出コミットメント契約を締結している。

当連結会計年度末における貸出コミットメントに係

る借入金未実行残高等は次のとおりである。 

 ４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と貸出コミットメント契約を締結している。

当連結会計年度末における貸出コミットメントに係

る借入金未実行残高等は次のとおりである。 

貸出コミットメントの総額 百万円20,000

貸出実行残高  5,000

差引額  15,000

貸出コミットメントの総額 百万円20,000

貸出実行残高   5,000

差引額   15,000

※５ 連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしている。なお、当

連結会計年度の末日は金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度

末残高に含まれている。 

※５ 連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしている。なお、当

連結会計年度の末日は金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度

末残高に含まれている。 

受取手形 百万円1,629

支払手形  455

受取手形 百万円1,521

支払手形   291
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりである。 

※１ 販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりである。 

荷造運搬費 百万円22,170

給料手当  24,262

退職給付費用  1,622

賞与引当金繰入額  487

荷造運搬費 百万円21,572

給料手当  24,173

退職給付費用  1,912

賞与引当金繰入額  471

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 ※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

  百万円1,555   百万円1,601

※３ 減損損失 

当連結会計年度において、連結子会社は以下の資産

グループについて減損損失を計上している。 

※３  

場所 用途 種類 減損損失

コクヨ中国販売㈱ 

駐車場 

（島根県松江市玉湯

町） 

賃貸駐車

場 
土地 百万円38

─── 

当社グループは、原則として各事業会社を最小単位

としてグルーピングを行っている。 

コクヨ中国販売㈱は、当該賃貸物件から得られるキ

ャッシュ・フローが時価の落ち込みにより減少した

ため、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少

額 百万円を減損損失に計上している。 

減損損失を認識した土地の回収可能価額は、正味売

却価額を使用している。 

正味売却価額は、売却予定価額等をもとづいて算定

している。 

38
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前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

単元未満株式の買取りによる増加        3,393株 

  

２ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

平成21年３月27日開催の定時株主総会において、次のとおり決議している。 

・普通株式の配当に関する事項 

  

平成21年７月28日開催の取締役会において、次のとおり決議している。 

・普通株式の配当に関する事項 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

平成22年３月30日開催の定時株主総会において、次のとおり決議する予定である。 

・普通株式の配当に関する事項 

   

（連結株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 
前連結会計年度末株式
数 

増加株式数 減少株式数
当連結会計年度末株式
数 

発行済株式         

普通株式（株）  128,742,463  －  －  128,742,463

自己株式         

普通株式（株）  10,452,652  3,393  －  10,456,045

① 配当金の総額 百万円887

② １株当たり配当額 ７円50銭

③ 基準日 平成20年12月31日

④ 効力発生日 平成21年３月30日

① 配当金の総額 百万円887

② １株当たり配当額 ７円50銭

③ 基準日 平成21年６月30日

④ 効力発生日 平成21年９月４日

① 配当金の総額 百万円887

② 配当の原資 利益剰余金

③ １株当たり配当額 ７円50銭

④ 基準日 平成21年12月31日

⑤ 効力発生日 平成22年３月31日
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当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

単元未満株式の買取りによる増加          3,297株 

  

２ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

平成22年３月30日開催の定時株主総会において、次のとおり決議している。 

・普通株式の配当に関する事項 

  

平成22年７月27日開催の取締役会において、次のとおり決議している。 

・普通株式の配当に関する事項 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

平成23年３月30日開催の定時株主総会において、次のとおり決議する予定である。 

・普通株式の配当に関する事項 

   

   

株式の種類 
前連結会計年度末株式
数 

増加株式数 減少株式数
当連結会計年度末株式
数 

発行済株式         

普通株式（株）  128,742,463  －  －  128,742,463

自己株式         

普通株式（株）  10,456,045  3,297  －  10,459,342

① 配当金の総額 百万円887

② １株当たり配当額 ７円50銭

③ 基準日 平成21年12月31日

④ 効力発生日 平成22年３月31日

① 配当金の総額 百万円887

② １株当たり配当額 ７円50銭

③ 基準日 平成22年６月30日

④ 効力発生日 平成22年９月３日

① 配当金の総額 百万円887

② 配当の原資 利益剰余金

③ １株当たり配当額 ７円50銭

④ 基準日 平成22年12月31日

⑤ 効力発生日 平成23年３月31日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 百万円11,186

有価証券勘定  12,814

計  24,001

償還期間が３ヶ月を超える債券等  △90

現金及び現金同等物  23,911

現金及び預金勘定 百万円13,077

有価証券勘定   13,067

計   26,145

償還期間が３ヶ月を超える債券等   △686

現金及び現金同等物   25,458
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当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１ 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金調達については、金融機関からの借入または社債を併用し、資金運用について

は、安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブは主に為替及び金利の変動リスクに晒され

ている資産・負債に係るリスクを軽減することを目的として利用しており、投機目的の取引はありませ

ん。  

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、

取引先ごとの信用状況を把握、管理する体制にしています。 

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に満期保有目的債券および政策保有を

目的とする取引先企業等の株式が主なものであり、定期的に時価を評価し、発行体の財務状況を把握して

います。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、概ね１年以内の支払期日です。 

変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、このうち長期のものの一部については、

支払利息の固定化を図るために、デリバティブ取引(金利スワップ取引)をヘッジ手段として利用していま

す。  

なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等につい

ては、前述の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (4)重

要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。 

デリバティブ取引は市場金利の変動リスクを、為替予約取引、通貨スワップ取引については為替相場の

変動リスクを有しています。なお、当社のデリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い金融機関で

あるため、相手方の契約不履行によるリスクはほとんどないと認識しています。当社のデリバティブ取引

については、取締役会で定められた基本方針に基づき経営管理部がその実行及び管理を行っており、毎決

算終了時に取締役会に対してデリバティブ取引の実績報告を行っております。 

営業債務や有利子負債は流動性リスクに晒されていますが、当社は当社グループの資金計画から必要な

手元資金水準を定め、適時、資金繰計画を作成・更新するとともに、取引金融機関とコミットメントライ

ン契約を締結し、当該リスクを管理しています。   

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関係」注記におけるデ

リバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示す

ものではありません。 

  

２ 金融商品の時価等に関する事項 

平成22年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていません((注２)参照)。 

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については、( )で示しています。 

（金融商品関係）

  連結貸借対照表
計上額（※） 
(百万円) 

時価（※）
(百万円) 

差額 
（百万円） 

(1) 現金及び預金 

(2) 受取手形及び売掛金 

(3) 有価証券及び投資有価証券 

①満期保有目的債券 

②その他有価証券  

13,077 

51,069 

5,612 

39,467 

13,077 

51,069 

 

5,310 

39,467 

― 

― 

  

△302 

― 

資産計 109,227 108,925 △302 

(4) 支払手形、買掛金及び未払金 

(5) 短期借入金 

(6) 社債 

(7) 長期借入金 

39,791 

6,220 

10,000 

15,707 

39,791 

6,220 

10,099 

15,879 

― 

― 

99 

172 

負債計 71,719 71,990 271

デリバティブ取引（※） 

 ① ヘッジ会計が適用されていないもの 

 ② ヘッジ会計が適用されているもの  

(465) 

(218) 

 

(465) 

(218) 

― 

―

デリバティブ取引計 (683) (683) ― 
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(注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資産  

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

(3)有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券および投資信託については取引金融機関か

ら提示された価格によっております。ＭＭＦ等の公社債投資信託で短期に決済されるものについては、時価は

帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

負債 

(4)支払手形及び買掛金、並びに(5) 短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。  

(6)社債 

当社の発行する社債の時価については、元利金の合計額を同様の新規調達を行った場合の利率で割り引いて

算定する方法によっています。 

(7)長期借入金 

長期借入金の連結貸借対照表計上額には、１年内返済予定の長期借入金(連結貸借対照表計上額446百万円)

を含めて表示しています。これらの時価については、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、ま

た、当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるた

め当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合の

利率で割り引いて算定する方法によっています。また、一部の変動金利による長期借入金は金利スワップの特

例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行っ

た場合の利率で割り引いて算定する方法によっています。 

デリバティブ取引 

  「注記事項(デリバティブ取引関係)」注記をご参照ください。 

  

(注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を見積

もることが極めて困難と認められるため、「(3) 有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。 

  

(注３）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

  

(注４）短期借入金、社債、及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額  

 （追加情報） 

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 平成20年３月10日)及び「金融商品

の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日)を適用しております。  

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

子会社・関連会社株式 6,862 

非上場株式 1,213 

投資事業有限責任組合等 1,202 

  
１年以内
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超
(百万円) 

現金及び預金 13,077 ― ― ―

受取手形及び売掛金  51,069 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券         

 満期保有目的債券  384  400  2,495  2,332

 その他有価証券のうち満期があるもの 201 1,196  1,743 3,706

  
１年以内
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超
(百万円) 

短期借入金 6,220 ― ― ―

社債 ―  10,000 ― ―

長期借入金  446  15,260 ― ―
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前連結会計年度（平成21年12月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 表中の「取得原価」は減損後の帳簿価額である。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証

券評価損859百万円を計上している。 

なお、有価証券の減損に当たっては、期末における時価が取得価額に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理

を行うこととしている。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

３ 時価評価されていない有価証券 

(1）満期保有目的の債券 

  

(2）その他有価証券 

  

（有価証券関係）

区分 
取得原価
（百万円） 

連結決算日における
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの       

① 株式  9,345  13,876  4,530

② 債券  222  229  6

③ その他  698  972  274

小計  10,266  15,078  4,811

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの       

① 株式  6,438  5,262  △1,176

② 債券  4,468  3,787  △681

③ その他  3,845  2,973  △871

小計  14,752  12,022  △2,729

合計  25,018  27,100  2,082

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

 2,244  167  －

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場外国債券等  5,411

合計  5,411

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式  1,257

キャッシュ・リザーブ・ファンド  12,512

マネー・マネジメント・ファンド  302

その他  1,264

合計  15,336
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４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

区分 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超
（百万円） 

満期保有目的の債券         

① 債券  －  92  2,694  2,625

小計  －  92  2,694  2,625

その他有価証券         

① 債券  204  24  －  3,698

② その他  －  1,014  1,092  421

小計  204  1,039  1,092  4,120

合計  204  1,131  3,786  6,745
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当連結会計年度（平成22年12月31日） 

１．満期保有目的の債券  

２．その他有価証券  

 （注）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,213百万円）及び投資事業有限責任組合等への出資（連結貸借対照表計

上額1,202百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表

の「その他有価証券」には含めていない。 

  

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

４．減損処理を行った有価証券 

 当連結会計年度において、有価証券について617百万円（その他有価証券の株式494百万円、関係会社株式122

百万円）減損処理を行っている。 

 なお、有価証券の減損に当たっては、期末における時価が取得価額に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を

行うこととしている。 

  

  
区分 

  

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

時価
  

（百万円） 

差額
  

（百万円） 

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの  743  868 125

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの  4,868  4,442 △426

計 5,612  5,310 △302

区分 
連結決算日における
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

差額
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの       

① 株式  13,257  9,319  3,938

② 債券  301  299  2

③ その他  1,171  1,028  143

小計  14,730  10,646  4,083

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの       

① 株式  5,310  6,461  △1,151

② 債券  3,346  4,187  △841

③ その他  16,080  16,827  △747

小計  24,737  27,477  △2,740

合計  39,467  38,123  1,344

区分 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

株式  4 － 0

債券  800 4 1

その他 230 157 －

合計      1,034 162  1
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１ 取引の状況に関する事項 

  

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

１ 取引の内容 

当社が行っているデリバティブ取引は金利スワップ取

引、為替予約取引及び通貨スワップ取引である。 

２ 取引に対する取組方針 

当社は、金利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジ

及び、効率的な資金の運用・調達を行うためにデリバ

ティブ取引を導入している。投機目的やトレーディン

グ目的には行わない方針である。 

３ 取引の利用目的 

デリバティブ取引は、運用資産の利回り向上及び将来

の為替・金利の変動によるリスク回避を目的としてい

る。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ている。 

ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっている。なお、特

例処理の要件を満たしている金利スワップについて

は特例処理によっている。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段

とヘッジ対象は以下のとおりである。 

ヘッジ手段…為替予約 

金利スワップ 

ヘッジ対象…製品輸入による外貨建仕入債務及び

外貨建予定取引 

借入金 

ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額

等を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る金

利変動リスク及び為替相場変動リスクを一定の範囲

でヘッジしている。 

ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相

場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累

計又は相場変動を半期毎に比較し、両者の変動額等

を基礎にして評価している。 

為替予約については、原則的に将来の購入額に基づ

くものであり、実行可能性が極めて高いため、有効

性の評価を省略している。 

４ 取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は市場金利の変動リスクを、為替予

約取引、通貨スワップ取引については為替相場の変動

リスクを有している。なお、当社のデリバティブ取引

の契約先はいずれも信用度の高い金融機関であるた

め、相手方の契約不履行によるリスクはほとんどない

と認識している。 
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２ 取引の時価等に関する事項 

(1）通貨関連 

  

(2）金利関連 

  

  

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

５ 取引に係るリスクの管理体制 

当社のデリバティブ取引については、取締役会で定め

られた基本方針に基づき経理部がその実行及び管理を

行っており、毎決算終了時に取締役会に対してデリバ

ティブ取引の実績報告を行っている。 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

種類 

前連結会計年度
（平成21年12月31日） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等
のうち１
年超 
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

通貨スワップ取引 

受取米ドル・支払円 
 1,561  957  △151  △151

   

為替予約取引 

受取米ドル・支払円 
 2,062  1,596  △242  △242

受取ユーロ・支払円  497  153  △12  △12

合計  4,121  2,707  △405  △405

種類 

前連結会計年度
（平成21年12月31日） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等
のうち１
年超 
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

金利スワップ取引  

受取固定・支払変動  5,000  4,000  58  58

合計  5,000  4,000  58  58

前連結会計年度 
（平成21年12月31日） 

１ 契約額等の金額は、デリバティブ取引契約における

想定元本の金額である。 

２ 想定元本の金額は、市場リスク・信用リスクを測る

指標ではない。 

３ 時価の算定方法は、デリバティブ取引契約を締結し

ている取引金融機関から提示された価格による。 

４ ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は除い

ている。 
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 当連結会計年度（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

 １. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

(１)通貨関連 

(注)時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格によっている。 

  

(２)金利関連 

(注)時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格によっている。 

  

 ２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

 (１)通貨関連 

(注)時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格によっている。 

  

 (２)金利関連 

(注１)時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等によっている。 

(注２)金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載している。 

区分 取引の種類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等のうち

１年超 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

市場取引以

外の取引 

通貨スワップ取引         

買建         

米ドル 957 352  △186 △186

為替予約取引        

買建  

米ドル 1,596 1,241  △290 △290

ユーロ 300 146  △38 △38

合計 2,853 1,740  △514 △514

区分 取引の種類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等のうち

１年超 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

市場取引以

外の取引 

金利スワップ取引         

受取固定・支払変動 4,750 3,750  49 49

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等  

（百万円） 

契約額等の 

うち１年超 

（百万円）  

時価  

(百万円)  

繰延ヘッジ処理 

為替予約取引     

 買建 外貨建予定取引   

  米ドル    1,837  179  △218

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等  

（百万円） 

契約額等の 

うち１年超 

（百万円）  

時価  

(百万円)  

金利スワップの 

特例処理  

金利スワップ取引 

支払固定・受取変動 

   

長期借入金  11,800  11,800 (注２)
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前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

（注）１ 事業区分の方法 

当社の事業区分は、製品・サービスの種類・性質等の類似性によっている。 

２ 各事業区分の主要製品 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めるべき配賦不能営業費用はない。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、82,528百万円であり、その主なものは、親会

社での余剰運用資金（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等で

ある。 

５ 「追加情報 有形固定資産の減価償却の方法の変更」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、機械装

置の耐用年数について平成20年度の法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律 平成20年４月30日

法律第23号）を契機として資産の利用状況の見直しを行った結果、当連結会計年度より、一部の資産につい

て耐用年数を変更しております。 

この変更に伴い、当連結会計年度の営業利益はステーショナリー関連事業が15百万円増加し、営業損失はフ

ァニチャー関連事業が114百万円増加しております。 

  

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
ステーショナ
リー関連事業 
（百万円） 

ファニチャー
関連事業 
（百万円） 

店舗関連事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する

売上高 
 153,655  99,179  13,890  266,725  －  266,725

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 －  －  －  － ( ) －  －

計  153,655  99,179  13,890  266,725 ( ) －  266,725

営業費用  148,783  102,792  14,570  266,146 ( ) －  266,146

営業利益又は営業損

失（△） 
 4,872  △3,613  △679  579 ( ) －  579

Ⅱ 資産・減価償却費及

び資本的支出 
      

資産  94,240  70,155  5,128  169,524  82,528  252,053

減価償却費  3,023  2,846  156  6,025  308  6,334

資本的支出  2,348  946  79  3,375  104  3,479

事業区分 主要製品

ステーショナ

リー関連事業 

伝票、複写簿、帳簿、リーフ、領収証、バインダー、ファイル、ファイリング用品、クリ

ヤーブック、ＰＰＣ用紙、連続伝票、ＦＡＸ感熱紙、インクジェットプリンタ用紙、レー

ザープリンタ用紙、ラベル、ＰＣ関連用品、ＯＡ機器、ＯＡ機器関連用品、製図デザイン

用品、ノート、レポート、原稿用紙、スケッチブック、便箋、メモ用紙、アルバム、接着

剤、額縁、金属文具、筆記用具、粘着テープ、タック製品、ビジネスバッグ、防災用品、

知育文具 等 

ファニチャー

関連事業 

デスク、テーブル、回転イス、会議用イス、折りたたみイス、応接イス、役員室用家具、

キャビネット、保管庫、ロッカー、壁面収納庫、黒板、ＯＡ床材、間仕切、天井材、棚、

書架、耐火製品、展示ケース、ホール用イス、学校用家具、図書館用家具、高齢者用家

具、オフィスアクセサリー、新入学関連家具、ＳＯＨＯ対応家具、家庭用家具 等 

店舗関連事業 

商品陳列棚、カウンター、ワゴン、平台、ガラスショーケース、ワイヤーシェルフ、ショ

ッピングカート、ショッピングバスケット、販促用品、イベント用品、木製什器、衣料用

什器 等 
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当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

（注）１ 事業区分の方法 

当社の事業区分は、製品・サービスの種類・性質等の類似性によっている。 

２ 各事業区分の主要製品 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めるべき配賦不能営業費用はない。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、 百万円であり、その主なものは、親会

社での余剰運用資金（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等で

ある。 

５ 「追加情報 重要な引当金の計上基準 退職給付引当金」に記載のとおり、従業員の平均残存勤務期間が短

縮されたことに伴い、当連結会計年度より、過去勤務債務債務の費用処理年数については15年から12年に変

更し、数理計算上の差異の費用処理年数については、主として15年から主として12年に変更している。  

この変更に伴い、当連結会計年度の各セグメントの営業費用はステーショナリー関連事業が 百万円、フ

ァニチャー関連事業が 百万円、店舗関連事業が９百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少してい

る。 

  

  
ステーショナ
リー関連事業 
（百万円） 

ファニチャー
関連事業 
（百万円） 

店舗関連事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する

売上高 
 148,986  100,447  12,439  261,873  －  261,873

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 －  －  －  － ( ) －  －

計  148,986  100,447  12,439  261,873 ( ) －  261,873

営業費用  142,454  103,271  12,865  258,591 ( ) －  258,591

営業利益又は営業損

失（△） 
 6,532  △2,824  △425  3,282 ( ) －  3,282

Ⅱ 資産・減価償却費及

び資本的支出 
      

資産  88,272  74,650  3,847  166,770  86,108  252,879

減価償却費  2,958  2,638  134  5,732  276  6,009

資本的支出  2,150  2,522  33  4,706  120  4,826

事業区分 主要製品

ステーショナ

リー関連事業 

伝票、複写簿、帳簿、リーフ、領収証、バインダー、ファイル、ファイリング用品、クリ

ヤーブック、ＰＰＣ用紙、連続伝票、ＦＡＸ感熱紙、インクジェットプリンタ用紙、レー

ザープリンタ用紙、ラベル、ＰＣ関連用品、ＯＡ機器、ＯＡ機器関連用品、製図デザイン

用品、ノート、レポート、原稿用紙、スケッチブック、便箋、メモ用紙、アルバム、接着

剤、額縁、金属文具、筆記用具、粘着テープ、タック製品、ビジネスバッグ、防災用品、

知育文具 等 

ファニチャー

関連事業 

デスク、テーブル、回転イス、会議用イス、折りたたみイス、応接イス、役員室用家具、

キャビネット、保管庫、ロッカー、壁面収納庫、黒板、ＯＡ床材、間仕切、天井材、棚、

書架、耐火製品、展示ケース、ホール用イス、学校用家具、図書館用家具、高齢者用家

具、オフィスアクセサリー、新入学関連家具、ＳＯＨＯ対応家具、家庭用家具 等 

店舗関連事業 

商品陳列棚、カウンター、ワゴン、平台、ガラスショーケース、ワイヤーシェルフ、ショ

ッピングカート、ショッピングバスケット、販促用品、イベント用品、木製什器、衣料用

什器 等 

86,108

169

165
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 前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日）及び当連結会計年度（自 平成22年１月

１日 至 平成22年12月31日）において、全セグメントの売上高合計及び全セグメントの資産の金額の合計に

占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略している。 

  

 前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日）及び当連結会計年度（自 平成22年１月

１日 至 平成22年12月31日）において、海外売上高がいずれも連結売上高の10％未満であるため、記載を省

略している。 

   

前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

 該当事項なし 

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）

及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）

を適用している。なお、これによる開示対象範囲の変更はない。 

  

当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 該当事項なし 

  

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

（関連当事者情報）
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（注） 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

２ １株当たり当期純利益金額 

   

  該当事項なし 

  

  

 リース取引、税効果会計、退職給付、企業結合等、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開示

の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略している。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭1,331 30

１株当たり当期純利益 ５円03銭

１株当たり純資産額 円 銭1,318 22

１株当たり当期純利益 ６円89銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載し

ていない。 

同左 

  
前連結会計年度末

（平成21年12月31日） 
当連結会計年度末

（平成22年12月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  158,074  156,632

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 599  708

（うち少数株主持分） （ ）599 （ ）708

普通株式に係る純資産額（百万円）  157,474  155,923

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通

株式の数（千株） 
 118,286  118,283

  
前連結会計年度

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当期純利益（百万円）  595  815

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  595  815

期中平均株式数（千株）  118,287  118,284

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

2024年満期ユーロ円建転換制限条

項付転換社債型新株予約権付社債

（券面総額270百万円並びに新株

予約権１種類（新株予約権の数54

個）） 

同左 

（重要な後発事象）

（開示の省略）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,315 8,322

売掛金 7 0

有価証券 12,814 13,067

商品 15 17

貯蔵品 200 218

短期貸付金 ※3  10,582 ※3  11,988

未収入金 4,259 4,532

繰延税金資産 83 74

その他 627 704

貸倒引当金 △0 △1

流動資産合計 34,906 38,925

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 16,662 15,755

構築物（純額） 466 402

機械及び装置（純額） 294 207

車両運搬具（純額） 2 0

工具、器具及び備品（純額） 1,603 1,416

土地 36,960 36,448

リース資産（純額） 19 36

建設仮勘定 64 8

有形固定資産合計 ※1  56,073 ※1  54,275

無形固定資産   

借地権 77 77

ソフトウエア 208 208

電信電話専用施設利用権 3 2

電話加入権 42 42

無形固定資産合計 331 330

投資その他の資産   

投資有価証券 34,154 33,704

関係会社株式 67,733 67,701

出資金 677 13

従業員に対する長期貸付金 1 1

関係会社長期貸付金 11,309 12,851

敷金及び保証金 491 486

破産更生債権等 220 223

長期前払費用 189 138

前払年金費用 9,242 9,358

繰延税金資産 1,455 1,019

その他 2,434 3,465

貸倒引当金 △6,620 △9,423

投資その他の資産合計 121,290 119,540

固定資産合計 177,695 174,145

資産合計 212,601 213,071
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

短期借入金 5,000 5,000

1年内返済予定の長期借入金 1 0

リース債務 － 8

未払金 1,873 1,510

未払費用 335 346

未払法人税等 29 22

預り金 ※3  24,898 ※3  29,620

賞与引当金 45 40

役員賞与引当金 21 30

その他 1 1

流動負債合計 32,205 36,580

固定負債   

社債 10,000 10,000

新株予約権付社債 270 270

長期借入金 15,001 15,000

リース債務 － 29

長期預り保証金 734 766

長期未払金 771 722

債務保証損失引当金 223 223

その他 113 137

固定負債合計 27,114 27,149

負債合計 59,319 63,730

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,847 15,847

資本剰余金   

資本準備金 19,066 19,066

資本剰余金合計 19,066 19,066

利益剰余金   

利益準備金 3,961 3,961

その他利益剰余金   

退職給与積立金 2,250 2,250

固定資産圧縮積立金 ※2  1,165 ※2  1,165

別途積立金 127,500 120,900

繰越利益剰余金 △3,482 △407

利益剰余金合計 131,394 127,869

自己株式 △14,329 △14,331

株主資本合計 151,979 148,452

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,303 887

評価・換算差額等合計 1,303 887

純資産合計 153,282 149,340

負債純資産合計 212,601 213,071

41

コクヨ(株)（7984）平成22年12月期　決算短信



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業収益   

商品売上高 25 93

関係会社受取配当金 2,540 2,189

経営運営料 2,759 2,564

不動産賃貸収入 4,685 4,536

その他の営業収益 37 30

営業収益合計 ※2  10,049 ※2  9,414

売上原価   

商品期首たな卸高 37 15

当期商品仕入高 ※3  2,942 ※3  2,869

合計 2,979 2,885

商品他勘定振替高 109 68

商品期末たな卸高 15 17

売上原価合計 ※1, ※2  2,855 ※1, ※2  2,799

売上総利益 7,193 6,614

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 1,135 1,131

賞与 401 421

賞与引当金繰入額 45 40

退職給付費用 511 700

役員賞与引当金繰入額 21 30

事務委託費 486 464

減価償却費 1,013 876

コンピュータ費 772 685

広告宣伝費 185 146

賃借料 453 485

福利厚生費 375 344

雑費 909 1,266

販売費及び一般管理費合計 ※2, ※4  6,312 ※2, ※4  6,592

営業利益 881 22

営業外収益   

受取利息 294 283

有価証券利息 80 103

受取配当金 549 530

投資有価証券売却益 － 4

その他 440 287

営業外収益合計 1,363 1,210
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業外費用   

支払利息 505 619

社債利息 144 144

投資有価証券売却損 14 1

不動産賃貸費用 119 87

固定資産売却損 93 10

固定資産廃棄損 26 11

デリバティブ評価損 － 43

その他 477 374

営業外費用合計 1,381 1,291

経常利益又は経常損失（△） 864 △59

特別利益   

匿名組合出資金分配金 － 791

固定資産売却益 2,331 178

投資有価証券売却益 167 157

違約金収入 522 －

特別利益合計 3,020 1,127

特別損失   

固定資産除却損 － 465

投資有価証券評価損 859 422

貸倒引当金繰入額 5,000 2,800

関係会社株式評価損 1,544 －

債務保証損失引当金繰入額 223 －

特別損失合計 7,628 3,687

税引前当期純損失（△） △3,742 △2,619

法人税、住民税及び事業税 △1,083 △1,482

法人税等調整額 908 613

法人税等合計 △174 △869

当期純損失（△） △3,568 △1,750
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 15,847 15,847

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 15,847 15,847

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 19,066 19,066

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 19,066 19,066

資本剰余金合計   

前期末残高 19,066 19,066

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 19,066 19,066

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 3,961 3,961

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,961 3,961

その他利益剰余金   

退職給与積立金   

前期末残高 2,250 2,250

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,250 2,250

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 1,165 1,165

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,165 1,165

別途積立金   

前期末残高 133,500 127,500

当期変動額   

別途積立金の取崩 △6,000 △6,600

当期変動額合計 △6,000 △6,600

当期末残高 127,500 120,900

繰越利益剰余金   

前期末残高 △4,139 △3,482

当期変動額   

剰余金の配当 △1,774 △1,774

当期純損失（△） △3,568 △1,750

別途積立金の取崩 6,000 6,600

当期変動額合計 657 3,075

当期末残高 △3,482 △407
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 136,737 131,394

当期変動額   

剰余金の配当 △1,774 △1,774

当期純損失（△） △3,568 △1,750

当期変動額合計 △5,342 △3,524

当期末残高 131,394 127,869

自己株式   

前期末残高 △14,326 △14,329

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △2

当期変動額合計 △2 △2

当期末残高 △14,329 △14,331

株主資本合計   

前期末残高 157,324 151,979

当期変動額   

剰余金の配当 △1,774 △1,774

当期純損失（△） △3,568 △1,750

自己株式の取得 △2 △2

当期変動額合計 △5,345 △3,527

当期末残高 151,979 148,452

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,872 1,303

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △569 △415

当期変動額合計 △569 △415

当期末残高 1,303 887

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,872 1,303

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △569 △415

当期変動額合計 △569 △415

当期末残高 1,303 887

純資産合計   

前期末残高 159,197 153,282

当期変動額   

剰余金の配当 △1,774 △1,774

当期純損失（△） △3,568 △1,750

自己株式の取得 △2 △2

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △569 △415

当期変動額合計 △5,914 △3,942

当期末残高 153,282 149,340
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該当事項なし    

  

  

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

前事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

ａ 満期保有目的の債券 

償却原価法によっている。 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

ａ 満期保有目的の債券 

同左 

ｂ 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によっている。 

ｂ 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

ｃ その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法によっている

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定している。）。 

ｃ その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっている。 

時価のないもの 

同左 

投資事業有限責任組合等への出資 

原価法によっている。ただし、組合規約に規定さ

れる決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書

を基礎とし、組合決算の持分相当額を純額方式に

より各期の損益として計上することとしている。

また、組合等がその他有価証券を保有している場

合で当該有価証券に評価差額がある場合には、評

価差額に対する持分相当額をその他有価証券評価

差額金に計上している。 

投資事業有限責任組合等への出資 

同左 

２ デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

時価法によっている。 

２ デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

同左 

３ 運用目的の金銭の信託の評価基準及び評価方法 

時価法によっている。 

３ 運用目的の金銭の信託の評価基準及び評価方法 

同左 

４ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

先入先出法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

によっている。 

４ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

（会計方針の変更） 

当事業年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日公表

分 企業会計基準第９号）を適用している。 

なお、これによる損益に与える影響は軽微である。

───  
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前事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

５ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

平成19年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）は定額法を、建物以外については定率法

を採用している。 

ただし、平成10年４月１日から平成19年３月31日ま

でに取得した建物（建物附属設備を除く）について

は、旧定額法を採用している。また、平成10年３月

31日以前に取得した建物及び平成19年３月31日以前

に取得した建物以外については、旧定率法を採用し

ている。 

また、平成19年３月31日以前に取得したものについ

ては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から

５年間で均等償却する定額法によっている。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

建物及び構築物       ７～50年 

機械装置及び車両運搬具   ４～13年 

５ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

（追加情報） 

有形固定資産の減価償却方法の変更 

当社は、機械装置の耐用年数について平成20年度

の法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する

法律 平成20年４月30日 法律第23号）を契機と

して資産の利用状況の見直しを行った結果、当事

業年度より、一部の資産について耐用年数を変更

している。 

なお、これによる損益に与える影響は軽微であ

る。 

  

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用している。 

なお、市場販売目的のソフトウェアについては、見

込有効期間（３年）に基づく償却方法を採用し、自

社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してい

る。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

(3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用している。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のも

のについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっている。 

(3）リース資産 

同左 

６ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に債権の回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上している。 

６ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 
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前事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

(2）賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づ

き、当事業年度負担分を計上している。 

(2）賞与引当金 

同左 

(3）役員賞与引当金 

役員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づ

き、当事業年度負担分を計上している。 

(3）役員賞与引当金 

同左 

(4）債務保証損失引当金 

関係会社に対する保証債務を履行し、その履行に伴

う求償債権が回収不能になることに備えるため、当

該会社の財政状態等を勘案して、個別に算定した損

失見込額を計上している。 

(4）債務保証損失引当金 

同左 

(5）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき算

定している。なお、当事業年度は前払年金費用を計

上している。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（15年）による按分額を費

用処理している。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15

年）による按分額を定額法により、それぞれ発生の

翌事業年度から費用処理することとしている。 

(5）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき算

定している。なお、当事業年度は前払年金費用を計

上している。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（12年）による按分額を費

用処理している。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12

年）による按分額を定額法により、それぞれ発生の

翌事業年度から費用処理することとしている。 

（会計処理の変更）  

 当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」

の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号 平

成20年７月31日）を適用している。なお、これによ

る損益に与える影響はない。    

（追加情報）  

従業員の平均残存勤務期間が短縮されたことに伴

い、当事業年度より、過去勤務債務及び数理計算上

の差異の費用処理年数を15年から12年に変更してい

る。 

これにより、前事業年度と同一の方法によった場合

と比べ、営業利益が332百万円減少し、経常損失及

び税引前当期純損失はそれぞれ332百万円増加して

いる。  
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前事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

７ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっている。なお、特

例処理の要件を満たしている金利スワップについて

は特例処理によっている。 

７ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

当期にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対

象は以下のとおりである。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 

金利スワップ 借入金 

  

(3）ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額

等を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る金

利変動リスクを一定の範囲でヘッジしている。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相

場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累

計又は相場変動を半期毎に比較し、両者の変動額等

を基礎にしてヘッジの有効性を評価している。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1）消費税等の処理方法 

税抜方式によっている。 

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1）消費税等の処理方法 

同左 

(2）連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用している。 

(2）連結納税制度の適用 

同左 

会計方針の変更

前事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

（リース取引に関する会計基準等） 

当事業年度より、「リース取引に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年

３月30日 企業会計基準第13号）及び「リース取引に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

６年１月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基

準適用指針第16号）を適用し、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理に変更し、リース資産として計上してい

る。 

リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零として算定する定額法を採用してい

る。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年12月31日以前のものについ

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっている。 

また、これによる損益に与える影響は軽微である。 

――― 
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表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

（損益計算書） 

前事業年度において区分掲記していた営業外費用の「控

除対象外消費税」（当事業年度108百万円）は重要性が

減少したため、当事業年度から「その他」に含めて表示

している。 

――― 

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年12月31日） 

当事業年度 
（平成22年12月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 百万円49,997 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 百万円50,122

※２ 土地買換にかかる圧縮記帳を租税特別措置法に基づ

き利益処分により積立てたものである。 

※２          同左 

※３ 区分掲記されたもの以外で関係会社に対するものは

次のとおりである。 

※３ 区分掲記されたもの以外で関係会社に対するものは

次のとおりである。 

短期貸付金 百万円10,581

預り金  24,810

短期貸付金 百万円11,988

預り金   28,819

 ４ 保証債務 

(1）関係会社の金融機関に対する保証 

 ４ 保証債務 

(1）関係会社の金融機関に対する保証 

ハートランド㈱ 百万円162

その他  382

計  544

ハートランド㈱ 百万円160

コクヨインターナショナル 

（タイランド） 
 102

その他  279

計  542

上記のうち、外貨建債務保証は、決算日の為替相

場により円換算している。 

上記のうち、外貨建債務保証は、決算日の為替相

場により円換算している。 

(2）従業員の金融機関からの借入金に対する保証 (2）従業員の金融機関からの借入金に対する保証 

百万円 179 百万円 139

 ５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と貸出コミットメント契約を締結している。

当事業年度末における貸出コミットメントに係る借

入金未実行残高等は次のとおりである。 

 ５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と貸出コミットメント契約を締結している。

当事業年度末における貸出コミットメントに係る借

入金未実行残高等は次のとおりである。 

貸出コミットメントの総額 百万円20,000

貸出実行残高  5,000

差引額  15,000

貸出コミットメントの総額 百万円20,000

貸出実行残高   5,000

差引額   15,000
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前事業年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

単元未満株式の買取による増加          3,393株 

  

当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

単元未満株式の買取による増加          3,297株 

  

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１ 他勘定へ振替高の内訳 ※１ 他勘定へ振替高の内訳 

販売費及び一般管理費 百万円95

固定資産  13

計  108

販売費及び一般管理費 百万円63

固定資産   5

計   68

※２ 関係会社との取引にかかるものが次のとおり含まれ

ている。 

※２ 関係会社との取引にかかるものが次のとおり含まれ

ている。 

商品売上高 百万円1

関係会社配当金  2,540

経営運営料  2,759

不動産賃貸収入  3,783

商品売上高 百万円0

関係会社配当金   2,189

経営運営料   2,564

不動産賃貸収入   3,604

※３ 当期商品仕入高には不動産賃貸収入に伴う不動産賃

貸原価が含まれている。 

※３          同左 

※４ 研究開発費の総額 ※４ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 一般管理費に含まれる研究開発費 

百万円 63 百万円 75

（株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 前事業年度末株式数 増加株式数 減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式（株）  10,441,131  3,393  －  10,444,524

株式の種類 前事業年度末株式数 増加株式数 減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式（株）  10,444,524  3,297  －  10,447,821
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（注） 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

２ １株当たり当期純損失金額 

  

  該当事項なし 

  

  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭 1,295 73

１株当たり当期純損失 円 銭 30 16

１株当たり純資産額 円 銭 1,262 44

１株当たり当期純損失 円 銭 14 80

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

１株当たり当期純損失であり、また希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載していない。 

同左 

  
前事業年度

（平成21年12月31日） 
当事業年度

（平成22年12月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  153,282  149,340

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円）  －  －

普通株式に係る純資産額（百万円）  153,282  149,340

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式

の数（千株） 
 118,297  118,294

  
前事業年度

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当期純損失（百万円）  3,568  1,750

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純損失（百万円）  3,568  1,750

期中平均株式数（千株）  118,298  118,296

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

2024年満期ユーロ円建転換制限

条項付転換社債型新株予約権付

社債（券面総額270百万円並び

に新株予約権１種類（新株予約

権の数54個）） 

同左 

（重要な後発事象）
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(1）役員の異動（平成23年３月30日付予定） 

①代表取締役の異動 

 該当事項はありません。 

②その他の役員の異動 

１．新任予定取締役 

  取締役 松下 正 （常務執行役員に就任予定） 

  取締役 永田 武全（社外取締役） 

  取締役 大根田伸行（社外取締役） 

２．退任予定取締役 

  取締役 森川 卓也（常務執行役員に就任予定） 

  取締役 吉本 悦章（顧問に就任予定） 

  取締役 黒田 英邦（常務執行役員に就任予定） 

３．役位の異動予定 

  取締役 大久保俊文（現 常務取締役） 

  

＊詳細につきましては、本日公表の「執行役員制度導入および役員人事のお知らせ」をご参照ください。  

  

(2）その他 

 該当事項はありません。 

  

  

６．その他
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